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1　はじめに
近年、我が国の製造業を取り巻く環境は厳しさを増して

おり、企業には、短納期や多品種生産への対応、品質保
証責任、トレーサビリティの確保等、より一層の高度な要
求に応えることが求められている。IT の導入による業務の
システム化と文書の電子化は、そのための有効な手段とし
て認識されており、これまでに CAD を初めとする多くの設
計製造アプリケーションが開発されてきた。しかし、特に
中小企業では、IT システムの開発や導入、運用のための
負担が企業規模に対して非常に大きい上に、実際の業務に
合わせて使いこなすための人材を確保することが難しく、
IT 化を進められないというケースが多く見られる。

高度な専門知識を持たずとも IT システムを構築・運用で
きるツールを開発して広く普及し、製造業の技術者が自ら
必要な IT システムの開発に携わるエンドユーザー開発 [1]

を実現することによって、IT 化を推進することがこの研究
の目的である。したがって、この研究は、非専門家でも使
うことのできる IT システム構築ツールの実現という技術開
発、そして実際にそれを使いこなせるようにするための環
境整備という成果普及の側面を持つ。

2　技術開発
2.1　技術開発目標

この研究で開発した MZ Platform は、ソースコードを書
く必要のないコンポーネント方式の IT システム構築ツール
である。従来、IT システムを構築するためには、プログラ
ム言語を習得し、それを使ってソースコードを記述する必
要があった。ところが、IT の非専門家にとって、プログラ
ム言語の習得とソースコードの記述は大きな負担となる。そ
こで、この負担を取り除くために採用したのが、コンポーネ
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ントベース開発 [2] という手法である。
コンポーネントベース開発とは、あらかじめ用意されたソ

フトウエアの部品 （コンポーネント）を組み合わせることに
よって、全体の IT システムを構築する手法である。この概
念は、オブジェクト指向開発を発展させたものとしてソフト
ウエア工学の分野では広く知られており、Microsoft 社の
Visual Studio[3] 等、コンポーネントベース開発を基本とし
た市販のツールもすでに存在する。

しかし、これら既存ツールでは、IT システム全体の枠組
みはコンポーネントの組み合わせとして構成しながらも、各
コンポーネント内の詳細な機能実装は開発者がソースコー
ドとして記述する必要がある。すなわち、一定の IT 知識
を備えた利用者を想定したツールであり、ここで対象とす
る IT の非専門家が利用するには難易度が極めて高い。し
たがってこの研究では、ソースコードの記述を完全に排し
たフルコンポーネント方式による IT システム構築ツールの
開発を目標とした。
2.2　技術課題と開発アプローチ

この技術開発における課題として、大きく以下の二つが
挙げられる。

（1）フルコンポーネント方式の有用性立証
ソースコードの記述によるソフトウエアの詳細な作り込

みを行わないフルコンポーネント方式のシステム構築によっ
て、製造企業の現場での使用に耐えられる実用システムを
作り上げることが可能であり、かつ有効であることを示す。
原理的な証明は不可能であるため、事例による例証を行う。

（2）コンポーネント群の整備
製造企業のさまざまな現場や要求に応えられるだけの多

様性と汎用性を確保しつつ、IT システム構築の効率化を
実現するためのコンポーネント群を整備する。重要なこと
は、用意するコンポーネントの種類、そして機能粒度を適
切に設定することである。

これらの課題に取り組むために、企業の実用システム開
発を通じた研究開発というアプローチを採った（図 1）。す
なわち、中小製造企業数社の協力を得て、工程管理システ
ム等の実用 IT システムを実際に開発し、その事例により
フルコンポーネント方式の有用性を例証すると同時に、コン
ポーネント群整備のための知見を獲得し、それらの知見に
基づいて用意すべきコンポーネントの種類と機能粒度を決
定した。

具体的な手順は以下の通りである。
①企業に対する聞き取り調査の実施
②業務分析と開発する IT システムの仕様策定
③ IT システム開発に必要となるコンポーネントの新規作成
④ IT システム開発

⑤開発した IT システムの機能検証と標準機能の抽出
⑥標準機能の組み合わせによる同等機能の再構成
⑦標準機能に基づいたコンポーネント群の作成

以上の手順のうち、前半①から④の中小製造企業にお
ける実用 IT システムの開発が「フルコンポーネント方式の
有用性立証」に関わる活動であり、後半⑤から⑦のコンポー
ネントの標準化が「コンポーネント群の整備」に関わる活
動である。以降、「標準機能に基づいたコンポーネント」を
「標準コンポーネント」と呼ぶことにする。
2.2.1　中小製造企業における実用ITシステムの開発

中小製造企業における実用 IT システムの開発は、フル
コンポーネント方式の有用性を例証すること、そして中小
製造企業が抱える問題の本質を理解することを目的として
行った。ここで開発した IT システムは、作業進捗状況を
把握するための工程管理システムや、製品設計や工程設計
に必要なデータを参照するための技術情報管理システム等
である。IT システム開発のための聞き取り調査において
は、予断を排し、企業側の意見や提案を極力そのまま受け
入れることを重視した。それらの中には、過剰なデータ入
力が必要になるなど、現場作業負担の軽減という目的に照
らして不要あるいは不適切と考えられるものも含まれてはい
たが、この段階では、企業の意識や考え方を理解すること
が重要と考えたためである。

IT システムの開発は、必要機能を洗い出し、それらの
機能をサブ機能、サブサブ機能へと逐次要素機能と考えら
れる段階まで分解したあと、要素機能ごとのコンポーネン
トを作成し、それらを組み合わせるという方法で行った。
開発の過程では企業側との連絡を密に取り、IT システム
の企業での動作検証と機能評価、それに基づく機能追加
及び改良、というサイクルを1 ～ 3 ヶ月の単位で回した。

フルコンポーネント方式によって実用 IT システムを作り
上げた結果、この方式はシステムの機能改善に際して有効
であることが分かった。フルコンポーネント方式で構築され
た IT システムは、互いに独立性の高いサブ機能の組み合

図 1　企業の実用システム開発を通じた研究開発
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わせによって構成されている。したがって、機能改善が必
要な場合には、修正すべき個所を最小限まで絞り込むこと
が容易であり、作業負担を軽減することができる。このこ
とは、業務形態の変化に応じた機能修正が求められる企
業の業務システムにおいて、極めて有効である。これはま
た、フルコンポーネント方式のこの利点を生かすためには、
各コンポーネントの機能の切り分け方が重要であるというこ
とを意味している。

これらの IT システム開発を通じて見えてきた中小製造企
業における本質的な課題として、大きく二つが挙げられる。
第 1 に挙げられるのは、業務における問題点を特定し、具
体的な改善手段を考える「業務分析」に関わる課題である。
業務分析を行うとき、人はそれぞれの立場から問題点や改
善要望を挙げるのが通常である。そして、それらが互いに
矛盾することも少なくない。例えば、経営層はより詳細な
現場データや分析結果を求めがちであるが、そのためには
詳細なデータ入力が必要となり、現場作業者の負担軽減と
いう要求と相反する。IT 化による業務改善を推進するため
には、IT システム導入の負担、IT システム運用の負担、
IT 化による業務改善の効果を適切に評価した上で明確な
目標を立て、経営層、現場作業者、IT 担当者の間で意識
共有を図ることが重要なのである。第 4 章で事例として紹
介する企業は、いずれも目標を明確化したことが成功の基
本となっている。

第 2に、多くの中小製造業に共通する技術的課題として、
「情報の一元管理」が挙げられる。開発した IT システム
の用途は、工程管理や技術情報管理等さまざまであるが、
本質的には、紙の帳票やエクセルファイル等に散在してい
るデータを一元的に取り扱うことによって、作業負担を軽減
し、データ間の齟齬を解消することである。

以上の知見は、コンポーネントの標準化の方針を決定す
る上で、また、その後の多くの企業に対する技術指導にお
いて活かされている。

2.2.2　コンポーネントの標準化
前項で述べた IT システムの開発は、中小製造業が抱え

る問題の本質を理解し、IT 化推進のために必要な機能を
抽出することを目的として行った。そのため、そこでのコン
ポーネントの作成は各必要機能の実現を優先させて行って
おり、その企業のみに特化したコンポーネントも多く含まれ
ている。多様性と汎用性を確保しつつ、IT システム構築
の効率化を実現するコンポーネント群を整備するため、こ
こでは、それら必要機能の実現手段を再検討し、汎用性
の高い標準機能の組み合わせによって同等機能を再構成す
るという作業を行った。

この作業は、主として、特定企業に特化したコンポーネ
ントの細分化と、機能の抽象化によって行った。企業の IT
システム開発において作成したコンポーネントは、その企業
の業務という観点では要素機能と呼べるレベルにまで分解
されている。それをさらに細分化し、ソフトウエアの機能と
しての観点から分解を進め、複数の異なる企業の IT シス
テム開発で利用可能というレベルに機能粒度を設定した。

その一方、異なる企業の IT システムにおける類似性の
高い機能について、それらを抽象化した機能を整備するこ
とにより、汎用的なコンポーネントを作成した。例えば、企
業のデータは表形式で管理されることが多いが、その項目
やデータの種類等、表の構造はさまざまであり、ある企業
で用いられている表データを他の企業で利用することは不
可能である。それは特定の表データを扱うコンポーネント
を他の企業の IT システムで使うことが不可能であることを
意味する。このようなとき、表の構造そのものを操作するよ
うな、一段階抽象的な機能を用意することにより、さまざ
まな企業の IT システムの構築に対応可能なコンポーネント
を作成できる。

一例として、ある企業で開発した工程管理システムにお
けるデータ管理機能の例を図 2 に示す。この企業は IT シ
ステムを導入しておらず、製造現場のデータを紙の帳票で

図 2　工程管理システムにおけるコンポーネント標準化の例
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管理していたため、管理部門において製造現場の状況をリ
アルタイムに把握することができなかった。この工程管理シ
ステムは、このような問題の解決を目的として開発したもの
である。IT システム開発に当たっては、当初、管理部門が
必要とするさまざまなデータを蓄積し、適切な集計処理等
を行うために、固有のコンポーネントを作成していた。この
構成を見直し、まずはデータの蓄積機能と集計処理機能を
分離し、それぞれ別のコンポーネントとすることにした。さ
らに、データの蓄積については、企業固有のデータ構造に
依存しない汎用のデータベースソフトウエアを利用するもの
とし、各種データベースとの連携を行うための標準コンポー
ネントを作成した。集計処理機能も同様に、企業固有の集
計処理に特化しない、クロス集計処理を始めとするさまざ
まなデータ集計に対応した標準コンポーネントを用意した。

この例にも見るように、MZ Platformでは、必要な機能
のすべてを自身で提供することには拘らず、外部のソフトウ
エアとの連携を重視し、それらの優れた機能を積極的に活
用するという方針を採っている。このことは、経理システム
等、企業内の他のシステムとの連携を図り、企業全体にお
ける情報の一元管理を実現する上でも有効である。

これらの作業により、約 180 種類の標準コンポーネント
が整備され、製造企業の業務システム開発において必要と
される機能のほぼすべてをカバーできるようになった。そ
の後も、Web 機能に対する要求の高まりなどを受けてコン
ポーネントは追加され、現在では 200 種類を超える標準コ
ンポーネントが用意されている。
2.3　MZ Platformの構成と機能

MZ Platform は、IT システムの開発と実行を行うための
アプリケーションビルダー、実行のみを行うアプリケーショ
ンローダー、そして IT システムの部品となる標準コンポー
ネント群から構成される。これらはすべて Java 言語 [4] で
実装されている。

2.3.1　アプリケーションビルダー
IT システムを開発するためのユーザーインタフェースと、

動作確認のための IT システム実行機能を提供する。アプ
リケーションビルダーは、画面上の操作によってコンポー
ネントを組み合わせて IT システムを作り上げるツールであ
る。基本的に部品と部品をつなぎ合わせるだけなので、ソー
スコードの記述と比較した場合、はるかに容易に IT システ
ムを作成できる。アプリケーションビルダーを利用した IT
システム構築の手順を図 3 に示す。

作業者は、アプリケーションビルダー上のメニューから必
要なコンポーネントを選択し、処理の流れをコンポーネント
同士の接続図として記述する。画面レイアウトの設定は、
別画面として表示される画面編集ウィンドウ上で行う。機能
の追加や変更は、コンポーネントの追加や削除、接続関係
の編集により、容易に行うことができる。

機能修正の容易さは、継続的な業務改善の推進という点
で大きな意味を持つ。従来、一度作成した IT システムは
変更が困難であり、修正には多大な労力を必要とした。そ
のため、IT システムの変更が必要となるような業務改善を
実施することは困難という状況が生じていた。換言すると、
IT システムの導入によって業務が固定化し、それ以上の業
務改善を進められないというジレンマに陥るようになってい
た。このような問題を解決し、企業現場の業務改善を継
続的に進められることが、MZ Platform の大きな利点であ
ると言える。
2.3.2　アプリケーションローダー

アプリケーションローダーは、作成された IT システムを
現場で運用するために用いるものであり、実行機能のみを
持つ。アプリケーションビルダーとアプリケーションローダー
の関係を図 4 に示す。
2.3.3　標準コンポーネント群

MZ Platformでは、企業の実用 IT システムにおいて汎

図 3　アプリケーションビルダーによるITシステム構築手順
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用的に使われるコンポーネントとして、現在、200 種類余り
の標準コンポーネントを用意している。主なコンポーネント
を表 1 に示す。

これらの他、Java 言語によるプログラミングにより、利
用者自身が独自のコンポーネントを作成して使用することも
可能である。これは高度な IT 知識を有した利用者を想定
したものではあるが、そのための説明書や雛形ファイル、
サンプルファイルも合わせて提供している。
2.3.4　MZ Platformの機能検証

2004 年から 2005 年にかけて実施した MZ Platform 機
能検証の結果をここに報告する。これは MZ Platform に
よる IT システム開発における作業量削減効果を、定量
的に評価するために行ったものである。評価軸は、MZ 
Platform 操作方法の習得が容易であるかどうか、そして、
MZ Platform を利用することにより、IT システム開発に必
要な工数をどの程度削減できるかである。

（1）MZ Platform 操作方法の習得
MZ Platform 操作方法の習得の容易さは、習得に必要

な期間を従来のプログラム言語と比較するという方法で評
価した。ソフトウエアベンダーの協力により、プログラマー
の方々に実際にMZ Platformの操作方法を学んでもらい、
それまでに自身が学んだ他のプログラム言語における習得
期間と比較した。

その結果、MZ Platform 操作方法の習得に必要な期間

は、MFC/C++[5]、Java と比較して、半分以下との回答が
得られた。

（2）MZ Platform による IT システム開発工数の削減
中小製造企業数社の協力を得て、その企業の実用 IT シ

ステムを MZ Platformで開発し、同等機能の IT システム
を従来のプログラム言語で開発するとした場合に必要な工
数を、ソフトウエアベンダーの技術者に概算してもらい、
MZ Platform による実際の開発工数と比較した。その結
果を表 2 に示す。

この比較には、MZ Platformで開発を行った作業者と従
来工数を概算した技術者が異なるものも含まれており、ま
た、従来工数の算出は概算に過ぎないため、数値としての
精度は決して高くない。しかし、MZ Platform が大きな開
発工数削減効果を持つことを示すには、充分な値である。

3　成果普及
MZ Platform に IT システム開発ツールとしての機能を整

えても、それだけでこの研究の目標である「企業の技術者
自身による IT システムの開発」が実現されるわけではな
い。目標達成のためには、IT 化推進に対する啓蒙、ツー
ルを使いこなす人材の育成、そして企業が自社開発に取り
組めるための環境整備が必要である。このような考えか
ら、以下の成果普及活動に取り組んだ。

（1）成果普及セミナーの開催

図 4　アプリケーションビルダーとアプリケーションローダーの関係

表 1　MZ Platform標準コンポーネント概要 

IT システム アプリケーションローダー
・ IT システムの実行（現場での運用）

・ IT システムの作成
・ IT システムの修正
・ IT システムの実行（動作確認）
・ IT システムの保存

アプリケーションビルダー

入出力

処理部品

グラフ部品

操作部品

画面構成部品

主なコンポーネント説明区分

ボタンのような画面操
作や、データの入力や
表示を行うためのコン
ポーネント

フレーム、ダイアログ、ボタン、テキ
ストフィールド、ラベル、イメージ、
メニューバー、ツールバー、テーブル、
ツリー他

データを様々な形式で
グラフ化して表示するた
めのコンポーネント

棒グラフ、折れ線グラフ、面グラフ、
散布図、円グラフ、ガントチャート、
パレート図他

IT システムのデータ処
理を行うためのコン
ポーネント

数値演算、論理演算、統計演算、テー
ブルデータ処理、ファンクション、サ
ブルーチン、外部プログラム通信他

ファイルやデータベー
ス等、外部データの入
出力や帳票出力を行う
ためのコンポーネント

データベースアクセス、エクセルファ
イルアクセス、CSV ファイル入力・
出力、画像ファイル入力・出力、シ
リアル通信、帳票他
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産総研地域センターや各地域の公設試験研究機関（公
設研）、工業会等の協力を得て、MZ Platform の機能や企
業での事例紹介を中心とする普及セミナーを開催した。開
催地は、44 都道府県に上る。

（2）コンソーシアム活動
2004 年に産総研コンソーシアム「MZ プラットフォーム研

究会」を設立し、会員に対する MZ Platform の配布、講
習会の開催、電子メールによる技術質問対応を行った。年
会費は 1000 円、会員登録は法人と個人の 2 種類である。

コンソーシアムは 2014 年 6 月末で終了し、現在、MZ 
Platform の配布は、ユーザー登録制の無償ダウンロードに
て行っている。2014 年 12 月末現在、登録ユーザー数は法
人と個人を合わせて456 である。

（3）サポート体制の構築
各地域における相談窓口や指導体制を整備するため、

公設研を基軸とした開発サポート体制を構築するととも
に、産総研の技術研修制度を利用し、IT システム開発の
指導を行っている。同時に、恒久的な普及やサポートには
MZ プラットフォームのビジネスへの活用が不可欠との認識
から、TLO 契約（商用ライセンス契約）を通じたソフトウ
エアベンダーへの技術移転も進めている。

図 5 は、サポート体制の概略を示したものである。製造
企業に対するサポートの中心は、公設研による技術指導で

ある。それに、社内情報機器の配備やデータベースの設計
等を行うための、ソフトウエアベンダーによる有償サポート
が加わる。産総研地域センターは、それらの活動の進捗
状況管理等、全体の取りまとめを担当する。先進製造プロ
セス研究部門では、それぞれの担当者に対する技術指導
や技術研修を実施する。

実際には、完全な自社開発を目指してソフトウエアベン
ダーには頼らないなど、必ずしもこの図の通りの体制にな
るわけではないが、これを基本としている。また、MZ 
Platformに関する予備知識を持たないソフトウエアベンダー
には、ケーススタディという形で開発サポートに参加しても
らうようにしている。そこで MZ Platform の事業性を検
証し、事業性ありと判断した場合には、産総研と正式に
TLO 契約を締結し、MZ Platform のビジネス展開を進め
てもらっている。

4　事例紹介
本章では、MZ Platform を利用した、企業における IT

システム開発事例を 3 件紹介する。
4.1　プラスチック射出成形企業における作業実績収集
システム（大分県）

これは、大分県のプラスチック射出成形企業である（株）
大川金型設計事務所が、県の産業科学技術センターの指

表 2　MZ PlatformによるITシステム開発工数および従来工数との比較 

図 5　MZ Platformサポート体制概略

（ケーススタディによる技術習得と事業性検証）

技術移転（ビジネス展開）
助言技術サポート

モジュール提供

指導

指導
技術研修技術研修・指導

各種セミナー等で
の事例紹介

（次への展開）
< システム開発／サポート >

ソフトウェアベンダー

< システム構築・運用／助言 >
公設研

< システム構築・運用検証 >
中小製造業

< 全体コーディネート >
産総研地域センター

<MZ Platform 開発・検証・改良 >
先進製造プロセス研究部門

従来の1/3以下25人日受注・工程・品質管理研磨加工（福岡）

従来の1/4以下30人日日程・進捗管理射出成形金型（東京）

従来の1/3以下45人日作業実績収集プラスチック射出成形（大分）

従来の1/10以下30人日生産・帳票管理プレス加工（長野）

従来の1/4以下7人日工程設計支援板金加工（長野）

従来の1/3以下10人日品質検査

従来の1/10以下3人日技術情報活用切削加工（大阪）

従来の1/4以下30人日企業間工程管理企業組合（長野）

従来の工数との比較開発工数開発内容実施企業
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導を受けて開発した IT システムである。この企業では、
従来、作業指示や作業実績登録といった情報伝達を、紙
の帳票やホワイトボードへの手書きで行っていた。そのた
め、作業進捗管理や数量管理は半日単位でしか行えず、
転記ミス等に起因する情報管理の不備も避けられなかっ
た。これを電子化して一元管理することにより、時間単位
での進捗管理を実現し、納期管理の精度を高め、作業時
間を平均で約 20 % 削減した。同社は、本 IT システム開
発により、2007 年度九州経済産業局 IT 経営力大賞特別
賞を受賞している。また、本件の成功は、2008 年度から
2010 年度にかけての大分県中小企業 IT 化モデル事業 [6]

の実施へとつながった。
図 6 に開発した作業実績収集システムの概略を示す。生

産計画の作成と参照には、従来から使用しているエクセル
表を用いている。この生産計画をもとに作業計画が作成さ
れ、作業指示書が発行される。作業実績の登録は、ハンディ
ターミナルを使ったバーコードの読込により行われ、すべて
のデータはデータベースに登録される。

本 IT システム開発の作業手順は、以下の通り、準備、
初期、中期、後期の 4 段階から成る。括弧内は、それぞ
れの段階の遂行に要した期間である。

（1）準備（1ヶ月）
・サポート体制の明確化
・IT 化対象業務と IT 化担当者の任命
・各担当者のアクションの明確化

（2）初期（3 ヶ月）
・情報の流れを追った業務分析
・IT 化版作業工程表の作成
・IT システム仕様書作成

（3）中期（2 ヶ月）

・プログラム作成（MZ Platformアプリケーション作成）
・ハードウエア選定

（4）後期（2 ヶ月）
・試験運用

ここでのポイントは（1）の準備、すなわち IT 化の対象
と目的、担当者と責任を明確にしたことである。また、大
分県産業科学技術センターが、技術面のみならず、IT シス
テム開発の運営面で大きな役割を担っていたことも見逃せ
ない。

社員のみで IT システム開発を進める場合には、社内で
の上下関係等への配慮により、率直な意見交換を行えない
ことがある。それが意識共有の不徹底や方針の偏りを生じ
させ、結果として IT システム開発の運営に支障をきたすこ
とも少なくない。公設研の研究員が公平中立な立場で関わ
ることにより、率直な意見交換を促し、運営上のリスクを
事前に回避していたのである。
4.2　金属表面処理企業における受注・製造・在庫管理
システム（長崎県）

これは、長崎県の金属表面処理企業である滲透工業
（株）がソフトウエアベンダーのサポートを得て開発した
IT システムである。この企業では、手書きの帳票類を電子
化し、データを一元管理することで原価を把握し、生産性
を向上させることを目指していたが、IT システム開発のた
めの適切なツールが見つからずに、計画が中断していた。
そのようなときに MZ Platform を知り、IT システムの開発
に着手した。その構成を図 7 に示す。

これにより製造現場の生産量や設備稼働率等を把握
し、生産性向上のためのデータ分析を行うことが可能となっ
た。同社は、本 IT システム開発により、2009 年度九州経
済産業局 IT 経営力大賞特別賞を受賞し、経済産業省 IT

図 6　作業実績収集システム概略（資料提供: 大分県産業科学技術センター）

作業計画画面主画面

作業実績登録

( データベース )
MSDE

作業指示書印刷

生産計画表 （エクセル）
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経営実践企業に認定されている。
この事例で特徴的な点は、ソフトウエアベンダーとの役

割分担である。表 3 にその作業手順を示す。社内の業務
分析等の製造企業自身でなければできないところと、ソフ
トウエアベンダーの専門知識が必要なところとを明確に切り
分けて作業分担を行い、IT システム開発を効率的に進め、
最終的にはソフトウエアベンダーからも完全に自立したので
ある。
4.3　金型製造企業における受注・外注・進捗管理シス
テム（佐賀県）

これは、佐賀県の金型製造企業である聖徳ゼロテック
（株）が、県の工業技術センターとソフトウエアベンダーの
サポートを受けて構築した IT システムである。この企業で
は、すでにパッケージソフトウエアを導入していたものの、
日報入力の負担が大きく、データも不正確であった。そこ
で、現場での日報入力負荷の軽減と正確なデータ収集を目
的として、バーコードによるリアルタイム日報入力を中心とし
た IT システムを構築した。その外観を図 8 に示す。

作業者の名札、工作機械、作業指示書にはすべてバー
コードが記されており、作業者はバーコードリーダーでそれ
らを読み取るのみで日報入力が完了する。そして、記録時
刻を自動登録しておくことで、リアルタイムでの日報入力が

実現され、すべてのデータが一元的に管理できるようになっ
た。この IT システム開発により、同社は、2008 年度九州
経済産業局 IT 経営力大賞特別賞を受賞し、2010 年には
経済産業省 IT 経営実践企業に認定されている。

この事例で注目すべき点は、収集したデータの活用方法
である。これらのデータから各製品、各工程のコストを正
確に算出できるようになり、それを工程改善に活かしてい
る。その例を図 9 に示す。

この例は、ある製品の工程ごとのコストを算出したとこ
ろ、すでに一つの工程だけで原価割れしていることが判明
し、その工程を改善することにより黒字化に成功したという
ものである。ここで重要なことは、現場作業者に気付きを
与えたことである。現場作業者は、チョコ停の発生自体は
それまでも認識していたものの、コストと結び付けて考えて
はいなかった。それを数値データとして提示することにより
改善対象を認識させ、現場の改善能力を引き出したのであ
る。
4.4　事例に見るエンドユーザー開発の効果とMZ 
Platform

以上の成功事例に見られる共通点として、IT システム開
発の開始当初に IT 化の対象と目的を明確にしていたこと
が挙げられる。このことは、製造企業が自らプログラム作
成に携わったことが大きく関係している。

製造企業における IT システムの開発、特に外注による

図 7　受注・製造・在庫管理システム構成（資料提供: 滲透工業
（株））

図 8　バーコードによるリアルタイム日報入力（資料提供: 聖徳
ゼロテック（株））

表 3　受注・製造・在庫管理システム構築作業手順

製品生産部品生産生産計画
（製品生産）

生産計画
（部品生産）

受注登録

実績データ管理日報出力

製造部門管理部門

入力項目 :人・機械・工程・部品番号・（数量）

滲透工業運用、第二ステージ開発（修正、追加を含む）(7)

共同テストラン(6)

ソフトベ
ンダー

プログラム作成（MZ Platform アプリケーション作成）(5)

共同画面設計（処理フローから画面を設計）(4)

共同データベース設計（データの整理と、帳票の整理、マスターデータ検討）(3)

共同IT 化の範囲決定（業務フローの中でどこまでをＩＴ化するか、手作業を残すか）(2)

滲透工業業務フロー図作成（現在の作業にそった業務フロー図作成、帳票の洗い出し等）(1)
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IT システムの導入においてしばしば見られる失敗要因とし
て、発注者である製造企業と、受注者であるソフトウエア
ベンダーとの意識共有や意思疎通の齟齬が挙げられる。
IT 知識を持たない製造企業と、現場の知識を持たないソ
フトウエアベンダーとの間の意識共有には困難がともなう。
このとき、製造企業が自らプログラム作成を行うことができ
れば、高度な IT 知識は持たないまでも IT システム開発の
考え方を身に着けられるようになり、それを基本として最も
効果的な IT 化の対象や手段を考えることが可能となる。
このことは、完全な自社開発はもちろんのこと、ソフトウエ
アベンダーとの意識共有を図り、協働を進める上でも有効
に働くのである。これが顕著に表れているのが、第 4.2 節
で紹介した滲透工業（株）の事例である。

エンドユーザー開発には、利用者が IT システムを自らの
手で作り上げるという面が強調されることも多いが、むしろ
自らが積極的に開発に関わることで、専門家との協働を促
すという点にこそ大きな効果があるものと我々は考える。そ
して、MZ Platform が製造企業におけるエンドユーザー開
発を進める上で有効なツールであることは、これらの事例
により例証されたと言える。

5　おわりに
「これまでは業務改善のアイデアを実現する手段がな

かった。MZ Platform を手に入れた今、仕事をもっと楽に
することを日々考え、IT システムとして実現させている。」

これは、ある導入先企業担当者のコメントである。当初、
ITシステム開発の負担削減という技術面での貢献しか想定
していなかったが、アイデアを簡単に実現できるツールを手
に入れたことによって、それまで埋もれていた個人の業務
改善能力を存分に発揮できるようになったことは想定を大き
く超えており、これこそが最大の効果ではないかと考える。

この研究では、成果普及の比重が非常に大きい。これは

研究開発当初の反省を踏まえた結果である。MZ Platform
の開発が一定の段階に達したとき、MZ Platformで構築
した IT システムは実用に耐えるだけの機能を備えていなが
ら、企業では使われなかったのである。聞き取り調査の結
果、社内でシステムの維持・管理、業務展開、運用を担う
人材の確保に困難があることが分かり、成果普及活動とサ
ポート体制の整備に力を入れ始めたという経緯がある。

成果普及とは、成果物を単に配って回ることではない。
最終的な普及場面、特に利用者の立場から見たときの状況
を想定し、そこから遡って方針を立てることが重要である。
この基本中の基本、分かっているつもりでいながら実は分
かっていなかったことを明確に認識できたことは、我々が
この研究から得た大きな資産である。

IT システム開発ツールとしての MZ Platform はほぼ完成
しており、残りは今後の技術進歩を反映した機能拡張と認
識している。IT 分野の技術進歩は著しく、5 年前には認
知すらされていなかった技術が普遍化していることも珍しく
ない。MZ Platform には、新技術をコンポーネントという
形で取り入れて機能を拡張していく仕組みが用意されてい
る。今後は、そのような新技術を取り入れ、企業の IT 化
支援のみならず、研究用のプラットフォームとしての利用も
進めていく。そして、得られた研究成果を企業の現場に適
用するための、技術発信チャンネルとしても活用していくこ
とを予定している。
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図 9　収集データの活用による工程改善の例（資料提供: 聖徳ゼロテック（株））
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質問（赤松 幹之）

フルコンポーネント方式を実現するために、コンポーネントの標準
化が必要になるとしています。ただ、ここでいう「標準化」とはどう
いう意味でしょうか？どういうものであれば標準コンポーネントと呼ぶ
ことができるのでしょうか。また、どのようにして標準コンポーネント
を作るのかを分かるようにしてください。

コメント（市川 直樹：産業技術総合研究所）
当初からある方針を持って計画通りに進めたのか、それとも開発

を進めるなかで現実的なかたちを模索しながら進めたのかなど、コン
ポーネントの標準化の過程が分かると良いと思います。

回答（澤田 浩之）
コンポーネントの標準化とは、「製造企業のさまざまな現場や要求

に応えられるだけの多様性と汎用性を確保しつつ、IT システム構築
の効率化を実現するためのコンポーネント群の整備」という意味で用
いています。このようなコンポーネント群を構成する個々のコンポーネ
ントが標準コンポーネントであり、「標準機能に基づいたコンポーネン
ト」と同義です。「『標準機能に基づいたコンポーネント』を、『標準
コンポーネント』と呼ぶことにする。」との説明を追加しました。

標準コンポーネントの作成は、主として、特定企業に特化したコン
ポーネントの細分化と、機能の抽象化によって行いました。コンポー
ネントの細分化とは、コンポーネントの機能を複数の異なる企業の IT
システム開発で利用できるレベルにまで機能を分解することであり、
機能の抽象化とは、異なる企業の IT システムの中の類似性の高い機
能に着目し、それを抽象化した機能を用意することで汎用性を高める
ことです。この説明を、「2.2.2 コンポーネネントの標準化」に追加い
たしました。

製造企業のさまざまな現場や要求に応えられるだけの多様性と汎
用性を備えたコンポーネント群を整備することが目的ですので、汎用
性の高いコンポーネントの組み合わせとしてシステムを構成するのは
当初からの計画です。特化して作ったのは、コンポーネント群整備の
ための知見を得る、すなわち企業の IT 化で必要となる機能を抽出す
るための手段と位置付けています。

議論3　ITシステム導入に際して企業に望むこと
コメント（市川 直樹）

実際に導入する上での企業側での考え方で必要なことも記載する
必要があるのではないか？こうした IT システムを導入することが、「な
んとなく」必要だし、導入すれば「なにか」良いことがある、あるい
は事例に書かれたようなことが自分のところにも生じて業務改善にな
ると、「なんとなく」考えているのではうまくいかないということを明
示すべきではないでしょうか？どのようなことを企業側で考えておいて
もらいたいかなどについても記載されたらどうでしょう。

回答（澤田 浩之）
「2.2.1 中小製造企業における実用 IT システムの開発」の後半部、

「これらの IT システム開発を通じて見えてきた…」の段落の中で、
本質的な課題の一つとして業務分析を取り上げ、企業自身が IT 化の
目標を明確化することの重要性について言及しました。

議論4　企業へのシステム導入
コメント（市川 直樹）

淡 と々書かれているのですが、実際は組み上げていく上でいろいろ
な可能性を検討したと思います。また、どの程度までできたところで
企業に使ってもらっていったのか、使ってもらうことで大きく仕様等が
変更になった大きなターニングポイント等があれば、そうしたことも記
載されると良いかと思います。



研究論文：高度な専門知識不要の IT システム開発ツール : MZ Platform（澤田ほか）

−168−Synthesiology　Vol.8 No.3（2015）

回答（澤田 浩之）
「2.2.1中小製造企業における実用ITシステムの開発」の前半部で、

企業に対する聞き取り調査で重要視したことと、IT システム開発にお
ける評価と改良のサイクルについて記述しました。また、ここで得ら

れた知見として、「機能改善が容易というフルコンポーネント方式の利
点を生かすためには、各コンポーネントの機能の切り分け方が重要で
ある」ということを明記しました。


